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新しい時代の、新しい力。



スターアップも大企業も
加盟する経済団体

日本経済再生に向けた
政策提言

経営者同士の
ネットワークと情報交換

 一般社団法人 新経済連盟
（略称：新経連 / JANE）

 活動開始日：2012年6月1日

 会員数：536法人

新経済連盟とは

※2022年8月5日現在
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デジタルを軸とした経済と社会の改革に向けて、個人や民間企業の力が
最大限に発揮される環境の整備に取り組む、日本で最も新しい経済団体
です。「民でできることは民に」を基本原則として、規制改革型・市場創造
型の政策提言・声明等を毎年数多く発表しており、スタートアップから大企
業まで、またIT企業から建設業・製造業まで、規模や業種の垣根を越え
て多様な企業が加盟しています。また約50名の理事・幹事のうち半数以
上を創業者が占める点で、「アントレプレナーが集う経済団体」という性格
も併せ持っています。10周年を迎えた2022年、「イノベーション、アントレ
プレナーシップ、グローバリゼーションの推進」という活動の原点を包摂する
指針として、新たに「ジャパン・トランスフォーメーション」を掲げ活動を更に活
性化しています。



理事 ・ 監査役

三木谷 浩史 藤田 晋
副代表理事
株式会社サイバーエージェント
代表取締役

井上 高志 鉢嶺 登

松田 憲幸

広報担当理事
株式会社LIFULL
代表取締役社長

会員担当理事
株式会社デジタルホールディングス
代表取締役会長

由利 孝
理事
テクマトリックス株式会社
代表取締役社長

吉田 浩一郎
理事
株式会社クラウドワークス
代表取締役社長 CEO

高谷 康久
監査役
イー・ガーディアン株式会社
代表取締役社長
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役 員 構 成

代表理事
楽天グループ株式会社
代表取締役会長兼社長

理事
ソースネクスト株式会社
代表取締役会長 兼 CEO



野本弘文
東急株式会社
代表取締役会長

竹谷祐哉
株式会社Gunosy
代表取締役社長

辻 庸介
株式会社マネーフォワード
代表取締役社長 CEO

増田 宗昭
カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社
代表取締役社長兼CEO

生駒 富男
株式会社ウィザス
代表取締役社長

伊佐山 元
株式会社WiL
CEO

伊地知 天
Creww株式会社
代表取締役

石渡 美奈
ホッピービバレッジ株式会社
代表取締役社長

井上 貴之
株式会社 カーセブン デジフィールド
代表取締役社長

井上 智治
株式会社井上ビジネスコンサルタンツ
代表取締役

岩田 進
株式会社イルグルム
代表取締役

植野 伸一
株式会社ADKホールディングス
代表取締役社長グループCEO

内山 幸樹
株式会社ホットリンク
代表取締役グループCEO

江幡 哲也
株式会社オールアバウト
代表取締役社長

岡本 祥治
株式会社みらいワークス
代表取締役社長

岡本 泰彦
ライク株式会社
代表取締役社長兼グループCEO

齋藤 正勝
株式会社ミンカブ・ジ・インフォノイド
取締役副社長兼COO

佐々木 大輔
freee株式会社
CEO

佐藤 光紀
株式会社セプテーニ・ホールディングス
代表取締役

里見 治
セガサミーホールディングス株式会社
代表取締役会長

奥谷 禮子
CCCサポート＆コンサルティング株式会社
代表取締役会長兼CEO

北見 尚之
リスト株式会社
代表取締役

真田 哲弥
ＫＬａｂ株式会社
取締役会長

柴田 高
大幸薬品株式会社
代表取締役社長

䔥 敬如
株式会社デジタルフォルン
代表取締役会長

中川 いち朗
シスコシステムズ合同会社
代表執行役員社長

田中 良和
グリー株式会社
代表取締役会長兼社長

玉塚 元一
株式会社ロッテホールディングス
代表取締役

内藤 裕紀
株式会社ドリコム
代表取締役社長

田坂 吉朗
フリュー株式会社
会長

西江 肇司
株式会社ベクトル
創業者・取締役会長

矢嶋 弘毅
株式会社博報堂DYメディアパートナーズ
代表取締役社長

山根 太郎
株式会社サンワカンパニー
代表取締役社長

藤森 義明
日本オラクル株式会社
取締役会長

船津 康次
トランスコスモス株式会社
代表取締役会長兼CEO
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幹事

幹 事 一 覧

程 近智
アクセンチュア株式会社
相談役

新浪 剛史
サントリーホールディングス株式会社
代表取締役社長



情報通信 Cyient 株式会社 株式会社ビジョン Acroforce株式会社 パーク２４株式会社  ※ 株式会社都泉 リスト株式会社  ※ 株式会社イーフローラ
アイアンドエルソフトウェア株式会社  ※ サヴァリ株式会社 株式会社ビットキー 株式会社アスウェル パーソルテンプスタッフ株式会社 株式会社トップカルチャー 金融・保険 イシン株式会社

 ※ アイティオール株式会社 株式会社サブスク 株式会社ビルドサロン アララ株式会社 株式会社Birdman  ※ 株式会社ナカノモードエンタープライズ ATOMICO 株式会社井上ビジネスコンサルタンツ
株式会社ITCS サブスクリプションファクトリー株式会社 株式会社ファンコミュニケーションズ 株式会社Award 株式会社 Pacific Diner Service 株式会社ニトリホールディングス auカブコム証券株式会社 株式会社インテグレート

 ※ 株式会社アイテックジャパン サンテレホン株式会社 ファンズ株式会社 株式会社イー・ロジット 株式会社パソナテック 日本アムウェイ合同会社 SMBC日興証券株式会社 株式会社WiL
株式会社I'mbesideyou 株式会社三和ソリューション フェンリル株式会社 株式会社一休  ※ Hamee株式会社 日本瓦斯株式会社 住友生命保険相互会社 株式会社ウイルコホールディングス
株式会社アイル 株式会社GSI 富士ソフト株式会社 株式会社インタースペース 株式会社バリュレイト  ※ 株式会社ヌーン DIMENSION株式会社 株式会社ウエディングパーク
株式会社アカツキ GMOグローバルサイン株式会社 フューチャーアーキテクト株式会社 インプロ・グループ株式会社 ハンズラボ株式会社 株式会社ネクステージ トランスファーワイズジャパン株式会社 株式会社wevnal
株式会社アド・プロ CMC Japan株式会社 株式会社プラスアルファ・コンサルティング  ※ ウィナーズ・アンド・カンパニー株式会社 PwCあらた有限責任監査法人 株式会社ピー・ビー・アイ 株式会社Handii 株式会社ウェルネス
アナグラム株式会社 Gcomホールディングス株式会社 株式会社ブランジスタ 株式会社ウェブクルー  ※ 株式会社ビズフォース  ※ 株式会社日比谷花壇 B Dash Ventures株式会社 特定非営利活動法人ETIC.
株式会社アナグラムワークス  ※ 株式会社ジーゼ 株式会社Branding Engineer ウォータースタンド株式会社 株式会社 bitFlyer Holdings FindJapan株式会社 株式会社ビートレーディング 株式会社エムステージ(エムステージグループ)
アルテリア・ネットワークス株式会社 株式会社ジーニー freee株式会社 株式会社エアークローゼット ファストドクター株式会社  ※ 株式会社フィル ビザ・ワールドワイド・ジャパン株式会社 株式会社エリートネットワーク
イー･ガーディアン株式会社 JTP株式会社 フリービット株式会社 株式会社エイアンドピープル フォーシーズ株式会社 株式会社ベッドアンドマットレス 株式会社FUNDINNO 株式会社オプト

 ※ 株式会社イード 株式会社GENOVA 株式会社Preferred Networks 株式会社ADKホールディングス フォースタートアップス株式会社  ※ 株式会社ＨＥＡＶＥＮ Ｊａｐａｎ フューチャーベンチャーキャピタル株式会社 オリバーワイマングループ株式会社　NERAエコノミックコンサルティング
ICHI COMMONS株式会社 株式会社cielo azul フリュー株式会社  ※ S＆Eパートナーズ株式会社  ※ フォクトサービス株式会社  ※ 有限会社UGペット プレミアグループ株式会社 一般社団法人鹿児島スポーツプロモーション
株式会社イルグルム シスコシステムズ合同会社 株式会社BlueMeme 株式会社エスプール  ※ 富士通コミュニケーションサービス株式会社  ※ 株式会社有備堂 株式会社Paidy カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社
インヴェンティット株式会社 シティコンピュータ株式会社 ブルームバーグL.P. 株式会社エフアンドエム 株式会社船井総研ホールディングス 株式会社ユビニティー 株式会社ほけんのぜんぶ 株式会社Gugenka
株式会社inglow ジャングルX株式会社 株式会社fulltas  ※ FSX株式会社 フラクタルワークアウト株式会社 株式会社ランドマーク 松井証券株式会社 ゲンダイエージェンシー株式会社
INSIGHT LAB 株式会社 ジュニパーネットワークス株式会社 株式会社プレイド 株式会社エムエム総研 Plug and Play Japan株式会社 株式会社Real Style  ※ 株式会社三菱UFJ銀行 コダワリ・ビジネス・コンサルティング株式会社
インターナップ・ジャパン株式会社 情報技術開発株式会社 株式会社ブロードバンドセキュリティ 株式会社LDH JAPAN ブランディングテクノロジー株式会社  ※ Ｒｅ＆Ｄｏ株式会社 教育・学習支援 サーチファーム・ジャパン株式会社
株式会社インタラクティブ・コミュニケーション・デザイン  ※ シンクス・クリエイティブ・プラス株式会社 プロパティデータバンク株式会社 株式会社オートセンターモリ 株式会社 ブリーズ リネットジャパングループ株式会社 株式会社アチーブゴール  ※ 在日カナダ大使館
株式会社インテージ スタンシステム株式会社 弁護士ドットコム株式会社 株式会社オプティマル  ※ 株式会社プリンツ21 株式会社ロイヤル 株式会社ECC GR Japan株式会社
株式会社INFORICH ストックマーク株式会社 株式会社ボールド 株式会社カーセブンディベロプメント 株式会社プロレド・パートナーズ  ※ ワタナベツールズ 株式会社インターロジック 株式会社シー・エヌ・エス
株式会社ウィルズ 株式会社ストリートスマート 株式会社POL 株式会社カカクコム 株式会社フロンティアインターナショナル 製造業 株式会社ウィザス CCCサポート＆コンサルティング株式会社
Airbnb Japan K.K. 株式会社スピードリンクジャパン  ※ 株式会社マキシム 株式会社エントリー 株式会社ベクトル アクサルタコーティングシステムズ合同会社  ※ 学校法人関西学院 株式会社ジェー・シー・ディ
AI CROSS株式会社 株式会社セールスフォース・ジャパン マタドールジャパン株式会社 株式会社キャスター 株式会社ベネフィット・ワン アサヒビール株式会社 株式会社教育と探求社 JENESIS株式会社
ANAシステムズ株式会社 株式会社セガ エックスディー 株式会社Massive Act 株式会社Ginco Polar Fox株式会社 アベ印刷株式会社 株式会社グロービス 株式会社識学
株式会社エーエルジェイ ZTEジャパン株式会社 Match Group 株式会社グッド・クルー  ※ 株式会社北海道ホテル  ※ 株式会社イセトー  ※ 特定非営利活動法人じぶん未来クラブ 株式会社ジンテック
株式会社エーティーエルシステムズ 株式会社セルリア 株式会社マネーフォワード 株式会社グッドパッチ マカイラ株式会社 出光興産株式会社 株式会社スプリックス セガサミーホールディングス株式会社
エコスフィア株式会社 SOINN株式会社  ※ 株式会社マハナコーポレーション 株式会社Gunosy 株式会社みらいワークス 株式会社伊藤園 株式会社東京個別指導学院 株式会社セプテーニ・ホールディングス
株式会社エディア 株式会社ソーシャルインパクト・リサーチ 株式会社MIST solution 株式会社クラウドワークス メリービズ株式会社 沖電気工業株式会社  ※ 公益財団法人日本漢字能力検定協会 株式会社大広

 ※ 株式会社エニセンス  ※ 株式会社ソーシャルコミュニケーションズ 株式会社MIRAIt Service Design クリエーションライン株式会社 ユニファ株式会社 三興製鋼株式会社 株式会社ValuesFusion 株式会社ＴＳＩホールディングス
N.Avenue株式会社 株式会社ソーシャルラボ 株式会社ミンカブ・ジ・インフォノイド Creww株式会社 株式会社読売広告社 サントリーホールディングス株式会社  ※ 学校法人武蔵野大学 株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ
株式会社Ｎ．ジェン ソースネクスト株式会社 株式会社メディアミックス研究所 株式会社クロア ライク株式会社 株式会社サンワカンパニー 建設業 deex株式会社
ENECHANGE株式会社 株式会社ソケッツ 株式会社メディカルネット 株式会社KEG LINE株式会社 株式会社 新保哲也アトリエ 株式会社安藤・間 株式会社テー・オー・ダブリュー
株式会社エフティグループ 株式会社TOUCH TO GO 株式会社メルカリ KPMGアドバイザリー株式会社 楽天グループ株式会社 セイコーホールディングス株式会社 株式会社ヴィス デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社
F5ネットワークスジャパン合同会社 チャイナ・モバイル・インターナショナル株式会社 株式会社モバイルファクトリー 株式会社GameWith ランゲージワン株式会社 ソレイジア・ファーマ株式会社 株式会社サンエイ工務店 株式会社デジタルホールディングス
株式会社M＆Aクラウド Tuya Japan株式会社 株式会社八幡自動車商会 株式会社ココナラ 株式会社WARC 大幸薬品株式会社 千代田化工建設株式会社 株式会社電通
株式会社Ｍマート 株式会社DATAKIT 株式会社ユーザベース  ※ 株式会社越路レンタカー 流通小売業 タカラバイオ株式会社 東急建設株式会社  ※ 公益財団法人日本財団パラリンピックサポートセンター
株式会社ＬＬＬ 株式会社テクノフジタ 株式会社ユナイテッドウィル 株式会社コトラ 株式会社I-ne  ※ トレーラーハウスデベロップメント株式会社 中島工業株式会社  ※ 特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会
ELESTYLE株式会社 テクマトリックス株式会社 株式会社ユニリタ 株式会社コングレ  ※ I.C.ティアラム株式会社 日本コカ･コーラ株式会社 株式会社Lib Work 株式会社ノエビアホールディングス
エンバーポイント株式会社 デジタルアスリート株式会社 ユミルリンク株式会社 株式会社サイバーエージェント アンファー株式会社 株式会社ファンケル 医療・福祉 株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズ
株式会社おいしい健康 株式会社デジタルフォルン ライフライン・コミュニケーションズ株式会社 株式会社サイバー・バズ eBay Japan合同会社 フランツ株式会社 医療法人社団　栄和会 BEENOS株式会社
株式会社オウケイウェイヴ  ※ 株式会社テラスホールディングス 株式会社LIFULL 株式会社サイマル・インターナショナル  ※ 株式会社伊藤久右衛門  ※ プリンタス株式会社  ※ 有限会社MHVC  ※ 一般財団法人非営利組織評価センター

 ※ 株式会社大塚商会 株式会社テリロジーワークス ラクスル株式会社 株式会社GWC  ※ エード株式会社 Ｐ＆Ｇジャパン合同会社 株式会社キャンサースキャン ビズメイツ株式会社　
株式会社オールアバウト デル・テクノロジーズ株式会社 楽天コミュニケーションズ株式会社 株式会社シェアリング・ビューティー 株式会社エフタイム 平安伸銅工業株式会社 GLOBIZZ CORP. 株式会社ファブリカコミュニケーションズ
沖縄クロス・ヘッド株式会社 東映株式会社 リーディングテック株式会社 株式会社ジオコード オイシックス・ラ・大地株式会社 ホッピービバレッジ株式会社 湘南美容外科クリニック booost technologies株式会社
株式会社Onion 株式会社東名  ※ 株式会社リクルート 株式会社シグマクシス  ※ 株式会社おいもや  ※ 株式会社ボンフォーム STEMCELL株式会社 フォースバレー・コンシェルジュ株式会社

 ※ 株式会社oricon ME 株式会社Donuts リックソフト株式会社 株式会社ジモティー 株式会社オーガランド  ※ ママクリンホームケア株式会社 医療法人社団ダイアステップ 株式会社フレイ・ホールディングス
株式会社カオナビ 株式会社トスコ Librus株式会社  ※ 株式会社ジャパンネイルスクール  ※ 株式会社カーポートマルゼン マルコメ株式会社 TXP Medical株式会社 株式会社プロジェクトカンパニー
株式会社ガッコム トムソン・ロイター株式会社 株式会社Luup  ※ 株式会社ジャパンネットワークコーポレーション  ※ 株式会社カメラのミツバ 矢崎総業株式会社 株式会社フレアス 株式会社プロネクサス
株式会社CARTA HOLDINGS 株式会社とめ研究所 レッドハット株式会社 株式会社ステムセル研究所  ※ 川島米穀店 不動産 株式会社ボディアシスト ヘイ株式会社
関越ソフトウェア株式会社 トランスコスモス株式会社 レバレジーズ株式会社 株式会社ダイレクトマーケティングミックス  ※ 株式会社キャラック 株式会社オフィスバンク 楽天メディカルジャパン株式会社 BASE株式会社
株式会社GEAR Dolby Japan株式会社 株式会社RevComm  ※ 株式会社旅クラブジャパン 株式会社GROOVE クッシュマン・アンド・ウェイクフィールド株式会社 株式会社ワンセルフ 株式会社ホットリンク
株式会社近宣 トレジャーデータ株式会社 株式会社レントラックス タメニー株式会社 株式会社ジェネレーションパス 株式会社グッドコムアセット 運輸・郵便 マーヴェリック・ディー・シー株式会社
ＫＬａｂ株式会社 トレンドマイクロ株式会社 六元素情報システム株式会社  ※ 株式会社チーム・ファクトリー  ※ 株式会社シブヤ 株式会社グローバル・リンク・マネジメント セイノーホールディングス株式会社 松尾産業株式会社
グリー株式会社 ナビオコンピュータ株式会社 ワークデイ株式会社  ※ 有限会社筑波ホテル ジャパン建材株式会社 株式会社SYNTH 東急株式会社 株式会社三鷹倉庫
株式会社ぐるなび 株式会社ＮＩＣＳ 株式会社ONE COMPATH 株式会社DYM  ※ 株式会社ジュリア 清陽通商株式会社 日興運送株式会社 三ッ輪産業株式会社

 ※ 株式会社クレアンスメアード 株式会社ニッソウ 株式会社ワントゥーテン 株式会社デジタルダイブ 株式会社ジュン 東急不動産ホールディングス株式会社 宿泊・飲食・旅行 ミナトホールディングス株式会社
株式会社クレスコ 日本オラクル株式会社 サービス 株式会社東京通信 上新電機株式会社 株式会社トラスト・インベストメント 株式会社エンゼル 株式会社メディアオーパスプラス
グローシップ・パートナーズ株式会社 Nihon Cyber Defence Co., Ltd. 株式会社IR Robotics 株式会社dof 有限会社ズーティー ナップ賃貸保証株式会社 株式会社東急ホテルズ 株式会社モダリス
xID株式会社 日本マイクロソフト株式会社 株式会社iOffice ドラフト労務管理事務所 株式会社ステップワールド 西大阪スペース株式会社 ルートインジャパン株式会社 Yamauchi-No.10 Family Office
クロス・ヘッド株式会社 株式会社ネオレックス  ※ 株式会社アイティ・コミュニケーションズ 株式会社ドリコム 株式会社ストリーム 株式会社日本財託 農林水産業 ユニファースト株式会社

 ※ 株式会社ＫＣＳ  ※ 株式会社ネットプロテクションズ  ※ 株式会社アイデンティティー ナイル株式会社  ※ 株式会社ストレッチマネジメント 株式会社日本土地建物 株式会社スタジオ・アルカナ  ※ 株式会社Ryuki Design
株式会社コミクス バリオセキュア株式会社 株式会社アイドマ・ホールディングス 株式会社ナインメディア スポーク・ホールディングス株式会社 株式会社フェイスネットワーク その他  ※ ルクセンブルク貿易投資事務所
コムチュア株式会社 バレットグループ株式会社 株式会社i-plug  ※ 南薩観光株式会社  ※ タカムラ株式会社 株式会社不二興産 株式会社アイアンドエフ 株式会社ロッテホールディングス

 ※ 株式会社コンビーズ 株式会社PSI  ※ 株式会社 亜欧堂 日本郵政株式会社  ※ タンスのゲン株式会社 株式会社フロンティアハウス アクセンチュア株式会社
コンピューテックエンジニアリング株式会社 ビジネスセンター岡山株式会社 株式会社アクシス ニューホライズンコレクティブ合同会社  ※ 株式会社デジアラホールディングス 株式会社丸貞 株式会社アドバンテッジパートナーズ
株式会社コンベックス  ※ ビジョナル株式会社 株式会社アクティブ アンド カンパニー 株式会社ネクシィーズグループ  ※ トゥインクルスプリンクルジャパン株式会社 株式会社みらいホールディングス 株式会社イー・エス・アイ

 会員数：536法人 ※2022年8月5日現在 賛助会員は※マーク
この業種分類は新経済連盟が独自に作成したものです。分類先は入会時の各社申告に基づいています。
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会員一覧



2021年度 新規入会企業
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2021年度 新規入会企業
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2021年度 新規入会企業
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※2022年8月1日現在

2022年度 新規入会企業



新経済連盟はおかげさまで10周年を迎えました。
この節目にあたり、創設の原点である「日本を根本的に変えていく」という意思を、

JX（Japan Transformation／ジャパン・トランスフォーメーション）の言葉に込めました。
これまでの10年の実績をもとに、次の10年に向けた新たな出発点となる2022年、
新経済連盟は、アントレプレナーシップを持ち自ら日本の変革の旗振り役となるべく、

出版やイベント、政策提言など、さまざまな活動を展開してまいります。

9

バブル崩壊以降、「失われた30年」とも呼ばれる低成長にあえぐ日本社会。人口減少、硬直的な政府体制、未来志向に乏しい金融市場、失敗を
許容しない文化… しかし、テクノロジーによる変革の兆し、新市場の創出、新しい個の時代はすぐそこに到来している。アントレプレナーの力を
結集し、日本を変革するにはどうしたらいいか。2022年6月、活動10周年を迎える新経済連盟が目指す「日本の未来戦略」。



10

新経済連盟版「日本改革案」

日本の成長に向けた新経連版「日本改革案」を打ち出し、現行法や税制等に対する具体的な改正案
までを提案。また、新経連が目指す変革を歴史的観点からも整理し、新分野にもウィングを広げる
ことで、10周年の節目にふさわしいパッケージとしての政策提言を目指します。

JX Awards
JX（Japan Transformation）の担い手であるアントレプレナーたる経営者を
表彰。第一線のトップ経営者たちによる選考委員会により受賞者を選考しました。
記念すべき 第１回を10周年記念イベント内で実施し、今後も新経済連盟として
継続してアントレプレナー表彰の実施を予定しています。

10

書籍や10周年記念イベントの様子
JX Awards 詳細は特設サイトで



経済団体がその加盟企業を構成銘柄として作成した世界初*のインデックス

活動開始時からのリターン ＜月次ベース＞

2012年6月1日
新経連活動開始

2022年7月末

2012 年 6 月 1 日 を
1000として直近の高
値では約6000に上昇

5
倍以上

東証3市場に上場す
る一般会員 141社*
をすべて組み入れ

全 141 銘 柄 の う ち
約9割が2000年以降
に上場した若い成長
企業

141

*東証3市場上場の全銘柄
(プライム=67, スタンダード=23, グロース=51)

87

銘柄

％

*当連盟の調査による（2019年６月現在）
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新経連株価指数＜JANE Index＞
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セガサミーホールディングス
メルカリ
東急不動産ホールディングス
パーク２４
出光興産
日本オラクル
カカクコム
楽天グループ
トレンドマイクロ
東映
マネーフォワード
ニトリホールディングス
フリー
タカラバイオ
松井証券
セイノーホールディングス
東急
弁護士ドットコム
ラクスル
オイシックス・ラ・大地
サイバーエージェント
日本瓦斯
安藤・間
富士ソフト
テクマトリックス
ユーザベース

主な上位構成銘柄



攻めのロビイングと守りのロビイング

ロビイングには攻めと守りがある

【攻めのロビイング】

 不合理な規制の緩和を通じた新しい
市場開拓
例）民泊の規制緩和、

オンライン診療の解禁

 新しい税制や予算措置を通じた市場
形成
例）オープンイノベーション税制、

GIGAスクール構想

 社会の古い慣行を是正するための政
府を巻き込んだ国民運動
例）デジタルファーストの促進、

電子契約の推進

【守りのロビイング】

 イノベーションに反する新しい
規制や規律を設けようとする動
きに対する牽制

 政府や立法府への定期的な情報
インプットを通じた最新の知見
の提供

新経済連盟がより得意
とする領域

12



2021年、急速に進む 「デジタル改革」

新法は、20年以上前に制定された「IT基本法」に替わり、デジタル社会における基本理念を規定

 マイナンバーと金融機関の口座を紐づけ

 マイナンバーカードの機能をスマホに搭載

 行政手続での押印原則廃止

 自治体ごとに異なる情報システムの仕様統一

等が盛り込まれる。

今まで放置してきた数々の問題に、
ここ数か月で切り込んだのは画期的

コロナ禍で社会全体のDXまったなしの
共通認識、攻めのロビイング時代へ

デジタル庁の設置法案や、新法「デジタル社会形成基本法案」 など
デジタル関連6法案が成立（2021 5/12）

13



最近の主な政策提言（2022年6月～8月）

14

2022.07.11
参議院議員選挙の結果に関する新経済連盟
代表理事コメント

2022.06.22
総務省 プラットフォームサービスに係る利用者情報
の取扱いに関するワーキンググループ（第16回）

2022.06.22
参議院議員選挙公示にあたっての新経済連盟
代表理事のコメント

2022.08.03
総務省「プラットフォームサービスに関する研究会
第二次とりまとめ（案）についての意見募集」に対し意見を
提出しました

新 着



最近の主な政策提言（2022年４月～6月）
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2022.04.14
内閣府規制改革推進会議にて「法人設立手続の
デジタル完結」等について説明しました。

2022.04.12
駐日アメリカ大使とのラウンドテーブルを
開催しました

2022.06.08
骨太の方針等の閣議決定にあたっての三木谷
代表理事のコメント

2022.04.28
立憲民主党デジタル政策PTにて「ブロック
チェーン促進に向けた打ち手」について説明

2022.06.08
企業会計基準委員会の「ICO トークンの発行及び保有
に係る会計処理に関する論点の整理」に対し意見を提出

2022.04.14
デジタル庁第4回デジタル社会構想会議にて「重
点計画改定に関する意見」について説明しました

2022.04.22
出入国在留管理庁の「外国人との共生社会の実現
に向けたロードマップ（案）」に対し意見を提出

2022.06.10
内閣官房デジタル市場競争本部の「モバイル・エコ
システムに関する競争評価 中間報告」等に対し
意見を提出

2022.06.13
消費者庁がアフィリエイト広告に関して示した景表法
26条に基づく管理上の措置の指針改定案および留
意事項の改定案に対し意見を提出しました



最近の主な政策提言（2022年1月～3月）
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2022.01.27
消費者庁の「アフィリエイト広告等に関する検討会」
に関して消費者庁に意見を提出しました

2022.01.12
早期の海外往来再開に向けての
三木谷代表理事コメント

2022.01.21
消費者庁の「取引DPF消費者保護法施行
規則（案）」および「指針（案）」に対して
消費者庁に意見を提出しました

2022.02.18
自民党デジタル社会推進本部にて「デジタル経済
化の進展と政策要望」について説明しました

2022.02.04
総務省の「電気通信事業ガバナンス検討会
報告書（案）」に対して意見を提出しました

2022.02.14
個人情報保護委員会の「個人情報の保護に
関する基本方針の見直しの方針」に対して意
見を提出しました

2022.01.27
【新経済連盟、経済同友会】新型コロナウイルス
感染症への対応に関する緊急意見

2022.02.03
立憲民主党デジタル政策PTにて「デジタル経済化の
進展と政策要望」について説明しました

2022.03.18
自民党 スタートアップ推進議員連盟合同会議にて
「スタートアップ政策の要望」について説明しました



2021.10.08
消費者庁の「消費者契約に関する検討会」の
報告書に関して消費者庁に意見書を提出しました

2021.09.28
デジタル庁「デジタル社会構想会議」にて
「Innovate Japan by Digital」について説明

2021.10.04
経済産業省が募集していた「エネルギー基本
計画(案)」について、意見を提出しました

2021.12.24
消費者庁の「通信販売の申込み段階における表示
についてのガイドライン（案）」に対して消費者庁に
意見を提出しました

最近の主な政策提言（2021年9月～12月）
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2021.12.03
公明党政策要望懇談会へ政策要望資料を
提出しました

2021.10.11
提言「デジタル経済下のシン・成長戦略～
日本企業が勝ち抜くための産業政策・競争
政策・経済安全保障～」を公表しました

2021.11.08
消費者庁の「消費者裁判手続特例法等に
関する検討会」の報告書に関して消費者庁
に意見書を提出しました

2021.11.19
「公証人手数料令の一部を改正する政令案」に
対する意見を法務省に提出しました

2021.12.17
電気通信事業法の改正の方向性に対する
懸念について



2021.05.31
「デジタル広告市場の競争評価 最終報告」に対す
る意見を提出（パブコメ）

2021.05.21
自民党青年局会議にて「誰もが安心して子ども
を産み育てやすい社会」に向けた意見交換

2021.05.13
出入国在留管理庁による民間ヒアリングで
外国人材受入れ・共生政策について要望

2021.05.14
経済産業省 国際課税研究会にて越境経済
下での競争環境の整備についてプレゼン

2021.05.10
自民党データヘルス推進特命委員会にて
「データヘルス改革に関する要望」について説明

2021.05.19
2022年度税制改革提言、政府に提出

2021.06.03
ダイバーシティ＆インクルージョン推進に関する
新経済連盟の声明

2021.06.30
ブロックチェーンに関する官民推進会合に関する
報告書を取りまとめ（内閣官房IT総合戦略室と共同）

2021.07.14
調達ガバナンスに関する考え方について説明
（自民党デジタル社会推進本部調達ガバナンス小委員会にて）

最近の主な政策提言（2021年5月～7月）
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2021.04.28
新型コロナ問題を克服するためのワクチン対策
の緊急提言

2021.04.20
規制改革推進会議にて、自動車保有手続の
ワンストップサービスにおける課題等について説明

2021.04.13
立憲民主党経済政策調査会にて、日本の
成長戦略について説明

2021.04.13
規制改革推進会議にて、公証制度における
対面手続のオンライン化について説明

2021.04.13
自民党行政改革推進本部にて、アフター・コロナ
社会を見据えた規制・制度改革について説明

2021.04.12
自民党観光立国調査会にて、旅行関連
法制の一体改革の要望について説明

2021.03.17
規制改革推進会議にて、生産性向上に向けた
物流改革について説明

2021.03.22
規制改革推進会議にて、医療分野における
電子認証手段の見直しについて説明

2021.03.12
デジタル時代における競争政策についての
意見を公正取引委員会に提出

最近の主な政策提言（2021年3月～4月）
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・・・ 実践的な視点から、日本全体のデジタルシフトと今後の展望について議論

2020年

12月9日（水）
DX SALON SPECIAL
日本社会のデジタル化はこう進める！

平井 卓也 （デジタル改革担当大臣） ×
三木谷 浩史 （新経済連盟 代表理事 楽天グループ 会長兼社長）

2021年

2月22日（月）
DX SALON #1
完全DX戦略

村井 純 （慶応義塾大学 教授）

2021年

5月20日（木）
DX SALON #2
100年企業のデジタル変革

三枝 幸夫 （出光興産 執行役員CDO デジタル変革室長）

2021年

8月3日（火）

DX SALON #3
新スマート物流 －セイノーHDが取り組む
社会課題解決型ラストワンマイル－

河合 秀治 （セイノーホールディングス 執行役員
ラストワンマイル推進室長）

2021年

11月8日（月）

DX SALON #4
日本のDXトレンド−デジタル先進国・米国＆韓国
を知り尽くしたトムソン・ロイター社長の視点−

ヨンソン・バン （トムソン・ロイター株式会社代表取締役社長／
ウエストロー・ジャパン株式会社代表取締役社長）

20

DX SALON

※組織名・役職等は開催当時



2021年

2月26日（金） NEST-NEXT SPECIAL
清田 瞭 （日本取引所グループ CEO） ×
三木谷 浩史 （新経済連盟 代表理事 楽天グループ 会長兼社長）

2021年

6月1日（火）
NEST-NEXT Market #1
市場再編で東証はこう変わる！

小沼 泰之 （東京証券取引所 専務執行役員）

2021年

10月6日（水）
NEST-NEXT Market #2
新興企業・新興市場投資が日本を変える！

東 眞之 （楽天投信投資顧問株式会社 代表取締役社長）

・・・ JPXと共催で、東証の市場再編やグロース市場の活性化等について議論

21

NEST-NEXT

※組織名・役職等は開催当時



2021年

3月23日（火）

新経連 and 福岡!!
住みたい街は自分で創る！
【福岡発】地域を拠点に
新たな価値を広げる経営とは？

時津 孝康 （ホープ 代表取締役社長 兼 CEO）
平石 大助 （Gcomホールディングス 代表取締役社長）
南方 尚喜 （LINE Fukuoka Smart City戦略室長）
奥田 浩美 （ウィズグループ代表取締役）＊モデレーター

2021年

6月23日（水）

新経連 and 名古屋!!
「デラ・ベンチャーズ」成功の秘密
【名古屋発】東京・大阪とは違う
独自のベンチャーエコシステムに迫る

黒田 武志 （リネットジャパングループ 代表取締役社長）
谷 鉄也 （共同ピーアール 代表取締役社長）
松下 剛 （MTG 代表取締役社長）
奥田 浩美 （ウィズグループ代表取締役）＊モデレーター

2021年

10月28日（木）

新経連 and 沖縄!!
リゾテック沖縄！
沖縄が生み出す新しい価値（予定）

渡嘉敷 唯昭 （沖縄クロス・ヘッド株式会社 代表取締役）
永井 義人 （一般財団法人沖縄ITイノベーション戦略センター 専務理事）

古田 奎輔 （Payke株式会社代表取締役CEO）
奥田 浩美 （株式会社ウィズグループ代表取締役）＊モデレーター

2022年

2月10日（木）

新経連and瀬戸内！
瀬戸内に独立系投資家が集まるわけ
ー変化する瀬戸内から全国へー

宮川博之（オプティマ・ベンチャーズ代表取締役社長）
平田拓己（サムライインキュベート Investment Manager）
藤田圭一郎（Setouchi Startups共同代表）
松本直人（フューチャーベンチャーキャピタル代表取締役社長）

・・・ 各都市との相互交流から新しい価値の創造と地域経済のリアルを発信
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1月14日（木） 第4回 ブロックチェーン官民推進会合
新経済連盟と内閣官房IT総合戦略室の官民共催によるブロックチェーン推
進会議。会員向けにウェビナーでライブ配信。年度内に5回開催。

1月21日（木）
【特別オンラインセミナー】DXが加速する
新時代のオープンイノベーション
－新規事業創出に、いま何が必要か－

岡本 祥治 （新経済連盟 幹事 みらいワークス 代表取締役）
伊地知 天 （新経済連盟 幹事 Creww 代表取締役）
中川 祥太 （キャスター 代表取締役）
林 達 （ストックマーク CEO）

3月4日（木） 第5回 ブロックチェーン官民推進会合
新経済連盟と内閣官房IT総合戦略室の官民共催によるブロックチェーン推
進会議。会員向けにウェビナーでライブ配信。最終回。

4月14日（水）
4月23日（金）

New Members MTG 2021 Spring
新入会員企業をショートピッチ形式でご紹介するオンラインイベント。
参加者には、登壇企業の連絡先（メールアドレス）をご提供。

5月19日（水）
アート同好会 第二弾企画
「Media Ambition Tokyo 2021」
特別ツアー

世界最高峰のテクノロジーアートが集結する、オンライン×リアルの「ハイブ
リッド芸術祭」。当日はメイン会場の六本木ヒルズにて、谷川じゅんじ様
（JTQ Inc. 代表/MAT代表理事）の解説付きで開催。

7月1日（木）
【新経連×ＣＶＪ】挑戦しつづける力
－アナザーエナジー展
世界の女性アーティスト16人から考える－

片岡 真実 （森美術館 館長）
小林 りん （ユナイテッド・ワールド・カレッジISAKジャパン 代表）
原田 典子 （AI CROSS株式会社 代表取締役社長）

7月7日（水） オンライン活動説明会
新経済連盟にご関心のある方、入会をご検討されている皆様にも最新の活
動状況を幅広くお伝えし、スムーズにコミットいただくためのオンライン・オ
リエンテーション

7月20日（火）
アート同好会 第三弾企画
森美術館 「アナザーエナジー展」特別鑑賞ツアー

7月15日（木）
7月21日（水）

New Members MTG 2021 Summer 
新入会員企業をショートピッチ形式でご紹介するオンラインイベント。
参加者には、登壇企業の連絡先（メールアドレス）をご提供。

8月27日（金）
【新経済LAB #1】デジタル庁発足直前！
今こそ考えるユーザー視点からの行政DX

松尾 勉 （株式会社サイバーエージェント デジタルガバメント推進室 ゼネラルマネージャー）

櫻井 美穂子（国際大学グローバル・コミュニケーション・センター 主任研究員／准教授）

土屋 尚史 （株式会社グッドパッチ 代表取締役社長）
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9月16日（木）
【オンライン意見交換会】
ブロックチェーン政策提言への意見交換会

9月28日（火）
【ネットワークコンテンツ情報共有会】
ブロックチェーン（NFT）ビジネスセミナー

國光 宏尚 （一般社団法人ブロックチェーンコンテンツ協会 代表理事 / 
株式会社フィナンシェ 代表取締役CEO）

尾下 順治 （アクセルマーク株式会社 取締役会長）
清水 義裕 （株式会社手塚プロダクション 取締役）
米山 裕介 （LVC株式会社 執行役員）

10月26日（火）
11月 4日（木）

New Members MTG 2021 Autumn
新入会員企業をショートピッチ形式でご紹介するオンラインイベント。
参加者には、登壇企業の連絡先（メールアドレス）をご提供。

11月18日（木）
新経済連盟×モバイル・コンテンツ・フォーラム
合同セミナー
「イノベートアメリカからイノベートジャパンを考える」

小木曽 稔 （新経済連盟 渉外アドバイザー）
関下 稔 （立命館大学 名誉教授）
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特別会合／会員交流イベント等（2022年）

※組織名・役職等は開催当時

2月15日（火） Monthly Members’ Meetup #01
会員企業の【仕事を広げる】をテーマに、ビジネスアピールの場として
“Monthly Members’ Meetup”をスタート。人的資本経営・健康経営に
関心のある企業必見

3月4日（金）
会員交流会 第2回 新経済連盟ゴルフ大会
＝開催延期＝

本ゴルフ大会は諸般の事情で「延期」となりました。
新たな日程につきましては2022年12月頃で調整してまいります。

3月10日（木）

アート同好会スペシャル
都市=社会が求める起業のかたち
ーソーシャルデザインの力で社会課題の解決を
目指すクリエーターの時代ー

・佐座 槙苗（一般社団法人SWiTCH 代表理事）
・西川 真央（一般社団法人 日本カーボンニュートラルウェブ協会 代表理事）
・泉 友詞 （for Startups株式会社Public Affairs戦略室 室長）
・eri （DEPT Company 代表）
・金山 淳吾（一般財団法人渋谷区観光協会代表理事）

3月16日（水） New Members MTG 2022 Spring #DAY1
新入会員企業をショートピッチ形式でご紹介するオンラインイベント。
参加者には、登壇企業の連絡先（メールアドレス）をご提供。

3月22日（火） New Members MTG 2022 Spring #DAY2
新入会員企業をショートピッチ形式でご紹介するオンラインイベント。
参加者には、登壇企業の連絡先（メールアドレス）をご提供。

3月22日（火） Monthly Members’ Meetup #02
「コロナ後を見据えたオフィスの新たな選択肢」「パブリックアフェアーズ戦略」
に関心のある企業必見

4月28日（木） Monthly Members’ Meetup #03
会員企業のサービスをご紹介「学びを革新する映像制作・配信とデータ分析」
「co2排出量可視化・脱炭素SaaS」

6月1日（水）
新経済連盟10周年記念イベント
「Japan Transformation 
～アントレプレナーが日本を変える！～」

10周年の節目に、JX（Japan Transformation／ジャパン・トランスフォー
メーション）を掲げ、記念書籍の発行、記念イベント、アントレプレナー表彰「JX 
Awards 2022 大賞」、政策提言等、より一層の活動を進めて参ります。

8月4日（木） New Members MTG 2022 Summer #DAY1
新入会員企業をショートピッチ形式でご紹介するオンラインイベント。
参加者には、登壇企業の連絡先（メールアドレス）をご提供。

8月23日（火） New Members MTG 2022 Summer #DAY2
新入会員企業をショートピッチ形式でご紹介するオンラインイベント。
参加者には、登壇企業の連絡先（メールアドレス）をご提供。



●対象： 会員企業の各部門担当社員の方

●配信方法：zoomウェビナー ●無料（参加回数無制限）

1月12日（火）
コロナ禍におけるインパクト投資の果たすべき
役割 －インパクト投資で資本主義の再構築は
可能か？－

渋澤 健 （コモンズ投信 会長）
熊沢 拓 （ソーシャルインパクト・リサーチ代表パートナー）

1月13日（水）
With/Afterコロナの
研究開発・特許出願戦略に向けて

小見山 康二 （特許庁 総務部長）

1月18日（月）
令和3年度税制改正（経済産業関係）の
全体像に関する説明会

廣田 大輔 （経済産業省 経済産業政策局 企業行動課 課長補佐）

1月26日（火） 広報実務基礎講座 #5 笠下 清二 （リエゾン株式会社 代表取締役）

2月17日（水）
ビジネスライティング基礎講座
－プレイン・ランゲージの基本原則－

浅井 満知子 （株式会社エイアンドピープル 代表取締役）

3月2日（火）
令和3年度税制改正
－研究開発税制に関する説明会－

上田 翔
（経済産業省 産業技術環境局技術振興・大学連携推進課 課長補佐）

3月8日（月）
インパクト投資で未来を実装する
－「社会の変え方」とイノベーションの活用－

熊沢 拓 （ソーシャルインパクト・リサーチ代表パートナー）
馬田 隆明 （東京大学FoundX ディレクター）

3月15日（月） バーチャル株主総会に関するセミナー
田代 毅 （経済産業省 経済産業政策局 企画官）
安藤 元太 （経済産業省 経済産業政策局 産業組織課長）
松村 真弓 （グリー株式会社 法務総務部 シニアマネージャー）

3月19日（金）
「学校DX」－教育現場のデジタルシフトを
支える、「ICTサポーター」とは－

軽部 智之 （東京都教育庁 総務部 企画調整担当課長）
桜庭 望 （東京学校支援機構 第一事業部 人材支援課長）

3月25日（木）
新しいスポーツマーケットの可能性
－グローバルの潮流と、
日本のスポーツビジネスの現状と今後－

原田 宗彦 （早稲田大学 教授）
小林 至 （桜美林大学 教授）
直江 文忠 （JUNGLE X CEO）
大井 義洋 （電通 グローバルスポーツ局DMD・サッカー事業室長）
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4月16日（金） ESG投資、ESG経営の最先端
小平 龍四郎 （日本経済新聞社編集委員）
熊沢 拓 （ソーシャルインパクト・リサーチ代表パートナー）

4月27日（火）
引越し・相続等のワンストップサービスの推進に
ついて

向上 啓 （内閣官房 IT総合戦略室 参事官補佐）
松原 義尚 （ウェブクルー マネージャー）
吉田 真也 （LIFULL HOME’S事業本部プロダクトプランニング1部

アフターマーケットユニット ユニット長）

5月13日（木） アルゴリズム／AIと競争政策
田中 裕士 （公正取引委員会 経済取引局デジタル市場企画調査室

室長補佐）

5月19日（水） 第１回 広報基礎講座 笠下 清二 （リエゾン株式会社 代表取締役）

5月21日（金）
CVCは企業価値を高めるのか？ －オープン
イノベーションの切り札としてのCVC活用法－

松本 直人 （フューチャーベンチャーキャピタル 代表取締役社長）
熊沢 拓 （ソーシャルインパクト・リサーチ代表パートナー）

5月27日（木）
トラスト制度の最新動向
-安全保障から社会保障までを支える基盤整備に
向けて-

手塚 悟 （慶應義塾大学 環境情報学部 教授）

6月7日（月）
改訂コーポレートガバナンス・コードが求める
人的資源の戦略的管理と開示
－人的資源を企業価値にどのように紐づけるか？－

中野 誠 （一橋大学大学院 経営管理研究科 教授）
熊沢 拓 （ソーシャルインパクト・リサーチ 代表パートナー）

6月11日（金）
SDGsの実践へ向けて
－ スポーツを社会変革の力に！－

橋本 敦 （ユニファースト株式会社 代表取締役）
林 恒宏 （大正大学地域創生学部 地域創生学科准教授）
根木 慎志 （日本財団パラリンピックサポートセンター ディレクター ）

6月24日（木）
第2回 広報基礎講座
新型コロナ禍で変わったTVのつくり方
－いま企業広報に求められるものとは－

鎮目 博道 （映像プロデューサー）

7月9日（金）
TCFD開示の最新動向セミナー
－ESGと財務の両立で企業価値を高める方法は？－

加藤 貴大 （リクロマ株式会社 代表取締役）
熊沢 拓 （株式会社ソーシャルインパクト・リサーチ 代表）
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7月12日（月）
カーボンニュートラルに向けた産業政策
“グリーン成長戦略”とは？

金子 周平 （経済産業省 産業技術環境局
エネルギー・環境イノベーション戦略室 室長補佐（総括））

宇野 雄哉 （資源エネルギー庁 長官官房総務課 需給政策室 総括補佐）
菅原 聡 （一般社団法人Green innovation 代表理事）

7月20日（火）
第3回 広報基礎講座
自身でメディアを持ち、情報発信をしていく重要性

鎮目 博道 （映像プロデューサー／シーズメディア代表）

7月27日（火） SX時代の官民共創型オープンイノベーション 伊藤 大貴 （株式会社Public dots & Company 代表取締役）

7月28日（水） データ市場と競争政策 菱沼 功 （公正取引委員会事務総局官房 参事官）

7月28日（水）
【新企画・経営者のための必修講義Ⅰ】
ランサムウェア時代のリーダーシップ

ジョン・ノーブル （日本サイバーディフェンス株式会社取締役）
星 代介 （経済産業省国際サイバーセキュリティ企画官）
ダギー・グラント （英国ナショナル・サイバー・セキュリティ・センター）
カータン・マクラクリン （日本サイバーディフェンス株式会社CEO）

7月29日（木） デジタルプラットフォーム消費者保護法説明会 片岡 克俊 （消費者庁消費者政策課 企画官）

8月25日（水）
第４回 広報基礎講座 「アジアNO.1 PR会社が考える
これからのモノの広め方」

宮田 有里子 （株式会社イニシャル）

8月31日（火）
第4回 LGBT等性的マイノリティへの
理解促進セミナー

星 賢人 （株式会社JobRainbow 代表取締役）

9月7日（火） SDGs経営実現の切り札としてのSROIの活用法
加賀 裕也 （株式会社キューブアンドカンパニー 常務取締役）
熊沢 拓 （ソーシャルインパクト・リサーチ 代表パートナー）
三浦 仁美 （積水化学工業株式会社 ESG経営推進部担当部長)

9月28日（火）
【ネットワークコンテンツ情報共有会】
ブロックチェーン（NFT）ビジネスセミナー

國光 宏尚 （一般社団法人ブロックチェーンコンテンツ協会 代表理事 / 
株式会社フィナンシェ 代表取締役CEO）

尾下 順治 （アクセルマーク株式会社 取締役会長）
清水 義裕 （株式会社手塚プロダクション 取締役）
米山 裕介 （LVC株式会社 執行役員）

9月29日（水）
第5回広報基礎講座
「企業を守るクライシスコミュニケーションとは」

笠下 清二 （リエゾン株式会社 代表取締役）
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10月7日（木）
改正個人情報保護法
-個人情報保護委員会担当者による解説-

恩賀 （個人情報保護委員会 事務局 個人情報保護制度担当室 企画官）ほか

10月8日（金）
【新企画・経営者のための必修講義Ⅱ】
「経済安全保障」と企業経営

金子 将史 （株式会社PHP研究所 執行役員、政策シンクタンクPHP総研代表・研究主幹）

10月20日（水） 統合報告書を企業価値向上に活用するには？
小野塚 恵美 （カタリスト投資顧問株式会社取締役副社長COO）
熊沢 拓 （ソーシャルインパクト・リサーチ 代表パートナー）

10月28日（木）
第６回広報基礎講座
「つかむ、キャッチコピーのつくり方」

鎮目 博道 （映像プロデューサー／シーズメディア代表）

11月10日（水）
【新企画・経営者のための必修講義Ⅲ】
「台湾有事と日本の対応」

德地 秀士 （一般財団法人平和・安全保障研究所理事長、政策研究大学院大学客員教授）

小原 凡司 （公益財団法人笹川平和財団 上席研究員、慶應義塾大学SFC研究所 上席所員）

11月26日(金)
経済安全保障の確保に向けて
-機微な技術・データの流出リスクへの対応-

村瀬 庸祐 （法務省 公安調査庁 調査第二部 上席専門職）

12月14日(火) 情報アクセシビリティを巡る政府の動向 山田 肇 （東洋大学 名誉教授、NPO法人 情報通信政策フォーラム 理事長）

12月24日(金) 電気通信事業法改正について 古賀 康之 （総務省電気通信事業部電気通信技術システム課 課長）

29

●対象： 会員企業の各部門担当社員の方

●配信方法：zoomウェビナー ●無料（参加回数無制限）
オンラインセミナー（2021年）

※組織名・役職等は開催当時
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●対象： 会員企業の各部門担当社員の方

●配信方法：zoomウェビナー ●無料（参加回数無制限）
オンラインセミナー（2022年）

※組織名・役職等は開催当時

3月1日（火）
小林デジタル副大臣が語る
デジタル社会の実現とは
ーデジタル社会の実現に向けた重点計画についてー

小林 史明 （デジタル副大臣兼内閣府副大臣 衆議院議員）

3月28日（月）
カーボンニュートラル時代の企業経営
－新経連ワーキンググループの立ち上げに向けて－

城口 洋平 （ENECHANGE株式会社 代表取締役CEO）
吉田 浩一郎 （株式会社クラウドワークス 代表取締役社長 兼 CEO）

4月15日（金）
消費者庁「アフィリエイト広告等に関する検討会」に
ついての説明会

南 雅晴 （消費者庁 表示対策課 課長）

4月26日（火）
広報講座（実践編）
～すぐに生かせる、プレスリリースの書き方～

笠下 清二 （リエゾン株式会社 代表取締役）

5月13日（金） 国際課税 ～OECD新ルールの概要とその対応～
内山 直哉 （PwC税理士法人, パートナー ）
白土 晴久 （PwC税理士法人, パートナー）
城地 徳政 （PwC税理士法人, ディレクター）

5月16日（月）
モバイル・エコシステムに関する
競争評価の中間報告等について

成田 達治 （内閣官房 デジタル市場競争本部事務局 次長）

5月17日（火）
【経営者のための必修講義】組織経営に必要な「聴く」力
（前編） −チームの能力を最大化する秘訣とは？−

篠田 真貴子 （エール株式会社 取締役）

5月17日（火）
経産省主催「ASEANにおけるアジアDX促進事業」補
助事業のご紹介

有泉 伶一 （カーブジェン株式会社 経営企画本部プロジェクトマネージャー ）
胡内 健一 （日本工営株式会社 コンサルティング事業統括本部 交通政策事業
部 交通都市部課長）
蓮 優作 （経済産業省 通商政策局アジア大洋州課 係長）

5月20日（金）
広報講座：戦略PRのカギとなるマーケティングリサー
チ ～データ・マーケティングの活用と手法～

田中 宏昌 （株式会社インテージ 生活者研究センター センター長）
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●対象： 会員企業の各部門担当社員の方

●配信方法：zoomウェビナー ●無料（参加回数無制限）
オンラインセミナー（2022年）

※組織名・役職等は開催当時

6月7日（火）
広報講座：戦略PRのカギとなるマーケティングリサーチ
～定量調査と定性調査のポイント～

田中 宏昌 （株式会社インテージ 生活者研究センター センター長）

6月9日（木） IT公共調達改革 デジタルマーケットプレイス勉強会
隅屋 輝佳 （世界経済フォーラム第4次産業革命日本センター アジャイルガ
バナンス プロジェクトスペシャリスト）

6月14日（火）

【経営者のための必修講義】組織経営に必要な「聴く」力
（後編）
−社員の内発的動機を高める、キャリア自律のアプロー
チ−

櫻井 将 （エール株式会社 代表取締役）
篠田 真貴子（エール株式会社 取締役）

6月16日（木）
新経済連盟後援”Forbes JAPAN WOMEN 
AWARD”のリアルデータを基に解説「女性活躍推進に最
も相関性のあるKPIは男女の給与格差!?」

土橋 徳久 （Forbes JAPAN WOMEN AWARD サーベイ設計責任者/
株式会社LiB）
内田 ことね （Forbes JAPAN WOMEN AWARD チーフディレクター/
株式会社LiB）

6月21日（火）
戦略PRのカギとなるマーケティングリサーチ 第3回
～集計・分析のポイントとマーケティングデータ活用の新
潮流～

田中 宏昌 （株式会社インテージ 生活者研究センター センター長）

7月8日（金）
デジタル原則に照らした規制の一括見直しプランについ
て

大澤 健 （デジタル庁参事官）

7月21日（木） 第一回 国際動向勉強会開催のお知らせ Lee Woolgar (駐日欧州連合代表部Senior ICT Policy Officer)

7月29日（金）
PHR（Personal Health Record）についての
経済産業省の政策動向と事業者との取り組みについて

飯村 康夫 （経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課 企画官）

8月5日（金） 消費者契約法及び消費者裁判手続特例法の改正について
伊吹 健人 （消費者庁 消費者制度課 政策企画専門官）
玉置 貴広 （消費者庁 消費者制度課 政策企画専門官）

8月9日（火）
総務省プラットフォームサービスに関する研究会
「第二次とりまとめ」等について

柳迫 泰宏 （総務省 事業政策課調査官）
井上 淳 （総務省 消費者行政第二課長）



32１ 政策提言活動
への参画

会員限定セミナー・
イベントへの参加

会員交流による
ビジネス機会創出

32

入 会 の メ リ ッ ト



２

事務局職員

とのご面談

３

理事会で

入会承認

１

入会フォーム

からお申込み

年会費：

1口 20万円

 業種・売上等による変動なし

 入会金なし・セミナー等も無料

 事業年度：1月～12月

入会フロー：

※一部有料のイベントもあります

33

年会費／入会フロー

ご入会はオンラインにて受付中
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一般社団法人新経済連盟
公式サイト

10周年記念特設サイト

企業家インタビューメディア
Finds JANE
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